
インドネシアの
ビジネスパートナーとの

付き合い方

1Youtube Web Seminar

https://www.youtube.com/watch?v=HIVt6yhekRg


自己紹介
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1975/4～1981/6 ヤマハ㈱入社 インドネシア工場立上支援分野配属

1981/6～1987/3 インドネシア工場生産課長 電子鍵盤楽器の組立生産

1987/3～1995/7 インドネシア工場長 電子楽器、ピアノ、ギターの輸出拠点化

1995/7～2005/3 帰国、インドネシアを普及品の生産拠点化するプロジェクト

2005/3～現在 ヤマハ退職、インドネシア進出サポートコンサルタントvsして独立

  インドネシア語翻訳通訳

静岡大学客員教授、専修大学客員講師

独立行政法人日本貿易振興機構(JETRO)専門家

独立行政法人 中小企業基盤整備機構アドバイザー

一般社団法人海外事業支援センター(OBAC)アドバイザー

一般財団法人海外産業人材育成協会（AOTS）講師

一般社団法人日本インドネシアビジネス協会(ABJI)理事

などを経歴し、これまでのインドネシア進出支援企業数は約100社
インドネシアと
の関わりも52年
になりました



セミナー要旨
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• インドネシアへの輸出事業展開、あるいは現地法人を設立しての事業
展開など、何れの形においても、色々な役割の現地側ビジネスパート
ナーとの付き合いが生じます。

• 国是が『多様性の中の統一』と言われるように、色々な民族、種族が
混在するインドネシアにおいては、ビジネスパートナーとの付き合いに
おいても、多様性に翻弄されることがあります。

• このセミナーにおいては、色々な役割のビジネスパートナーとの付き
合いにおいて、注意すべきことや配慮すべきことを、私自身の経験を
基に解説します。
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1. 輸入販売委託業者
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1. 市場掌握
 これから売り出す商品は、インドネシア国内ではどれくらいの市場規模で、その中で商

売に繋がるのかどうか、感覚ではなく、他社との比較と推移を数値で示せるかどうか
を見るべきです。

2. 商品評価
 価格が安いことだけを期待して来るのではなく、品質と納期、そして販売後の保証など

も含めて、市場に対してどのように打ち出すべきかを、論理的に考えているかどうかを
見るべきです。

3. 在庫対応
 輸入の確定注文を受けてから、現地の市場に出すまでには、仮に日本側に在庫があ

るにしても、海上輸送のための20日前後は必要とされるため、出来れば現地側でも30
日前後の在庫を持って回すことを期待しますが、それに対してどれくらい協力的な姿
勢を示してくれるのかが、この事業に対する覚悟の程度を現わしていると考えるべき
です。

 需要予測は難しい、しかし在庫は持ちたくないと言うのであれば、売り逃しによる機会
損失の危険性が高いと考えるべきです。



2. 生産販売委託業者
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1. 役割分担
 バリューチェーンおよびその中のサプライチェーンについて、可視化されたプロセス

ベースで役割分担を明確にした上で、業務協力の契約を結ばないと、動き始めてから
仕事の漏れや重複が顕在化する恐れがあります。

 文書での契約は勿論必須ですが、その契約のポイントを図で明らかにしておくと、お
互いの誤解を回避することが出来、より安心して仕事を進めることが出来ます。

2. 技術対価
 図面や仕様書の提供、技術指導者派遣や研修生受け入れ等を通じて技術を与えた

対価としての金額や支払方法は、日本側の開発費用とインドネシア側の売上利益見
通しに基づいて交渉しなくてはなりません。

 双方が試算の内訳を開示して、疑いを持たずに、納得の上で契約を結べるようにすべ
きです。

3. 機密保持
 どんなに信用出来る相手であっても、提供する技術の機密保持契約は必須です。

 但し、制度は性悪説、運用は性善説と言われるように、日々の業務においては柔軟に
対応すれば良いと思います。

 些細なことにまでその都度、機密保持契約に照らして、と煩いことを言い出すと逆に信
頼関係にひびが入るかもしれません。

https://www.hmkt.jp/103_valuechain.pdf
https://www.hmkt.jp/22_sckaizen.pdf
https://www.hmkt.jp/172_contract.pdf
https://www.hmkt.jp/nda.docx


3. 合弁事業出資者
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1. 役割分担
 通り一辺倒の合弁事業契約書を作成するのではなく、双方の権限と責任あるいは義

務を仔細にわたり明確にしておくことが重要です。

 合弁契約書に記載すると煩雑になるとして忌避される場合は、別紙参照としても良い
でしょう。

 その際に漏れや重複が無いように、企業の全業務を階層的に網羅した、Process 
Classification Framework（PCF）を参照すると良いでしょう。

2. 出資比率
 会社法に基づき、出資比率に従って、双方の権限の範囲は変わりますが、あくまでも

舞台はインドネシア国内であり、インドネシア側がホームで、日本側がアウェイである
ことを忘れてはなりません。

3. 一心同体
 事業展開の途上においては、黒字の年も赤字の年もあるでしょう。
 大事なことは、最低でも5年間の事業計画を一緒に作り、その達成に向けて一緒に努

力をし、一緒に反省をすることです。

 そのためには、双方の責任者は公私共に親密になり、事業についての情報は常に共
有し、調子が良い時も悪い時も、決して疑心暗鬼に陥ることが無いようにすることです。

https://www.hmkt.jp/jointventure.docx
https://www.hmkt.jp/pcf.xlsx
https://www.hmkt.jp/pcf.xlsx
https://www.hmkt.jp/53_goben.pdf
https://www.hmkt.jp/56_chukikeikaku.pdf


4. 部材供給業者

8

1. 基本契約
 継続して取引する相手に対しては、毎回の発注書だけではなく、価格変更、数量変更、

納期変更、品質保証、仕様変更、支払条件変更、数量過不足対応等についての基本
的な条件に合意した基本取引契約書を交わしておくべきです。

2. 見込発注
 供給業者からの納期遅れや在庫切れを防ぐため、確定発注の数ヵ月前に需要予測に

基づく見込発注を提示しておくこともあります。

 但し、見込発注の取り扱いについては、前述の基本契約に基づき、誤解を生まないよ
うに相互の合意を取り付けておくことが前提です。

3. 取引書類
 最近は電子メールやSNSだけで済ませるケースも見られますが、見積書、発注書、注

文受書、納入書、受領書、請求書、領収書等々は、紙に限定する必要は無く電子デー
タでも構わないので、必ず互いの承認が証拠として残るものが大前提です。

4. 買掛期間
 相手が小規模零細企業である場合は、資金繰りを助け、供給を安定させる意味で、買

掛期間は出来るだけ短くするか、前金あるいは頭金を支払う等の配慮が望ましいで
しょう。

https://www.hmkt.jp/purchase.docx
https://www.hmkt.jp/69_umkm.pdf


5. 外注生産委託業者
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1. 基本契約
 前述の4.部材供給業者と同様。

2. 見込発注
 前述の4.部材供給業者と同様。

3. 取引書類
 前述の4.部材供給業者と同様。

4. 買掛期間
 前述の4.部材供給業者と同様。

5. 機密保持
 前述の2.生産販売委託業者と同様。

6. 企業育成
 1968年以降の日本企業が行って来たように、地場の中小企業を自社の協力企業とし

て育て上げる気持ちで、技術指導に限らず、企業経営の分野においても、成長を支援
しようと言う姿勢が望まれます。



6. 国内市場流通業者
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1. 基本契約 
 継続して取引する相手に対しては、毎回の受注書だけではなく、価格変更、数量変更、

納期変更、品質保証、仕様変更、支払条件変更、数量過不足対応等についての基本
的な条件に合意した基本取引契約書を交わしておくべきです。

2. 見込受注
 流通業者への納期遅れや在庫切れを防ぐため、確定受注の数ヵ月前に需要予測に

基づく見込受注を提示してもらうこともあります。

3. 取引書類
 最近は電子メールやSNSだけで済ませるケースも見られますが、見積書、発注書、注

文受書、納入書、受領書、請求書、領収書等々は、紙に限定する必要は無く電子デー
タでも構わないので、必ず互いの承認が証拠として残るものが大前提です。

4. 買掛期間
 相手が小規模零細企業である場合は、資金繰りを助け、供給を安定させる意味で、売

掛期間は出来るだけ長くするか、前金あるいは頭金を無くすことが望ましいでしょう。

5. 在庫対応
 需要予測は難しい、しかし在庫は持ちたくないと言うのであれば、売り逃しによる機会

損失の危険性が高いと考えるべきです。

https://www.hmkt.jp/sale.docx
https://www.hmkt.jp/69_umkm.pdf


7. 輸出入乙仲業者
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1.  完全委託
 輸入の場合は現地法人の倉庫に搬入されるまで、輸出の場合は現地法人の倉庫か

ら搬出されてからの、全ての業務を完全に委託出来る、3PL（3rd Party Logistics）を前提
に契約すると良いでしょう。

 複数の外国から物品を輸入する場合、効率的な船舶（コンテナー）の利用を実現する
ために、乙仲業者が管理する中継地点での積替えを行うことも考えられます。

 輸出入業務を完全に委託することで、社内の輸出入部門を廃止することも可能となり
ます。

 そうすることで現地法人は、生産・販売の付加価値創造業務、いわゆるバリューチェー
ンに集中することが出来ます。

2. 税関対応
 インドネシアの輸入税関は、時として理不尽な要求を出して来る可能性がありますが、

その場合は乙仲業者に対応を一任した方が良いでしょう。

 密輸などの事件が起きると、その影響で自社の輸入手続きにも支障が出る恐れがあ
りますが、そのような事態にも慣れている乙仲業者であることが望まれます。

https://www.hmkt.jp/65_import.pdf
https://www.hmkt.jp/166_export.pdf
https://www.hmkt.jp/103_valuechain.pdf
https://www.hmkt.jp/103_valuechain.pdf
https://www.hmkt.jp/165_importsystem.pdf


8. 公認会計士事務所
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1. 会計処理 
 社内の経理担当スタッフが不在あるいは未熟な場合、契約している公認会計事務所

に、業務代行あるいは指導をお願いすべきです。

 会計処理のパッケージソフトを利用する場合は、出来るだけ会計事務所が推薦するも
のを選ぶと、サポートを受け易いでしょう。

2. 税務処理
 月次で処理しなくてはならない所得税の源泉徴収と納税処理、付加価値税の納税処

理など、適切に処理しないと後日税務調査を受けることになるため、会計士事務所に
よるサポートや指導は必須です。

3. 会計監査
 外国資本企業は公認会計士による会計監査を義務付けられているため、特定の事務

所との契約は必須です。

 法的な会計監査だけでなく、内部統制のための会計監査を依頼することも検討すべき
です。

4. 確定申告
 法人所得税の確定申告や、輸出売上分の付加価値税還付申請など、確定申告を行

う場合は、出来るだけ税務調査を受けないための配慮が必要です。
 そのための百戦錬磨の経験と勘と度胸に耳を傾けることが大事です。

https://www.hmkt.jp/72_zeikin.pdf
https://www.hmkt.jp/226_zeimumondai.pdf
https://www.hmkt.jp/144_kansa.pdf


9. 法律事務所
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1.  労務問題
 インドネシアで事業を展開する外国企業にとっての、三大カントリーリスクの一つは、

労働問題であると考えています。

 企業内労働組合の有無に関係無く、国が発展途上で、経済格差が露骨に表面化して
いるインドネシアでは、経済闘争を背景にした労使の軋轢は避けられないでしょう。

 外国人である日本人駐在員や、法律の素人であるインドネシア人スタッフだけで対処
するのは危険ですから、法律事務所に支援を求めるべきと思います。

2. 法律問題
 インドネシアで事業を展開する外国企業にとっての、三大カントリーリスクの一つは、

法律問題であると考えています。

 企業運営に関わる多くの分野で、非常に多くの法律が存在しますが、関連する法律の
間で整合性に欠けることが良くあります。

 外国人である日本人駐在員や、法律の素人であるインドネシア人スタッフだけで対処
するのは危険ですから、法律事務所に支援を求めるべきと思います。

3. 訴訟問題
 競合や顧客だけでなく、取引相手や合弁相手との訴訟問題が発生した場合、外国人

である日本人駐在員や、法律の素人であるインドネシア人スタッフだけで対処するの
は危険ですから、法律事務所に支援を求めるべきと思います。

https://www.hmkt.jp/41_rodokumiai.pdf
https://www.hmkt.jp/18_horitsu.pdf
https://www.hmkt.jp/36_kosho.pdf


10.運送委託業者
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1. 配送計画 
 受注情報に基づき在庫、あるいは生産計画に基づく予定在庫を引き当て、納入先と配

送ルートに基づく、最適な出荷計画と配車計画を立案してもらう。

2. 出荷準備
 出荷計画と配送計画に基づき、倉庫にある在庫品をピックアップし、必要な書類を揃

えて出荷してもらう。

3. 納入据付
 必要な場合は顧客先での開梱や据付を代行してもらい、簡単な納入点検も出来るよう

に研修を受けてもらう。

4. 在庫管理
 所有する倉庫内で、自社に代わって在庫管理や棚卸を実施してもらう。

5. 補助作業
 納入先別の付属品やアクセサリー等の追加作業を、倉庫の中で出荷準備の一環とし

て代行してもらう。

 複数の生産工場から商品が出荷される場合は、倉庫の中で納入先別にまとめてもら
う。



最新のインドネシア情報はこちらから
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インドネシア進出サポート公式サイト
インドネシア進出準備から撤退までの要点を簡潔にまとめたGoogleトップランキングサ
イトで、毎月1日発行のメルマガのバックナンバーも掲載しています。

インドネシア最新情報ブログ
日本の普通のメディアでは報じられない情報を、独自のコメント付きで紹介しています。

インドネシア進出サポートウエブセミナー
公式サイトに掲載されたセミナースライドを、音声解説付きでYoutube上にアップロード
しており、インドネシア週刊ニュースダイジェストも毎週月曜日に発信しています。

インドネシア進出ハンドブック
インドネシアでの事業展開に必要な知見と手続きを網羅したもので、随時更新されて
います。

愛する二つの祖国である、日本とインドネシアの発展のため、
全てのコンテンツは無料で公開しております

https://www.hmkt.jp/
https://per-inc.com/blog/
https://www.youtube.com/channel/UCXghuRz7zRX5jLOXu75rQjQ
https://www.hmkt.jp/handbook4.2.pdf
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ご清聴ありがとうございました
ここからは質疑応答です
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